
散在する地方はそれぞれの地域的な特徴と課題を有して
いる。地域的な課題は、地方において学校を運営する上
での課題にも直結しており、学校予算の獲得や費用支出
のあり方の違いは学校間格差を招く危険性を孕んでい
る。このようなモンゴルの学校教育の現状を踏まえ、本
論文では都市部と地方の学校が獲得する予算の違いにつ
いて、特に各学校の特徴が鮮明となる自助努力収入に着
目して分析をする。
　モンゴルの教育財政制度に関連する先行研究として
は、世界銀行やユネスコによる報告やLkhagva （2010）、 
Lkhagva・ 小早川（2017）を代表事例として挙げること
ができる。世界銀行やユネスコによる報告では、モン
ゴルの公教育費支出の実態把握に留まっている。また、
Lkhagva （2010）、Lkhagva ・小早川（2017）は、モンゴ
ルの教育財政制度の制度的な枠組みについて明らかにし
たものであるが、同制度や有する課題を踏まえ、公立学
校予算にまで踏み込んで分析をしたものではない。この
ような先行研究からは、教育財政制度の概要は把握でき
るものの、公立学校予算ならびに自助努力収入に着目し
た研究は、管見の限り見られない。
　以上を踏まえ、本論文ではモンゴルにおける教育財政
制度研究の一環として、都市部・地方に位置する 8校の
事例校の自助努力収入について、各事例校の実態を析出
するとともに、事例校の分析を通した自助努力収入の現
状と課題について検討を行った。

（ARIUNJARGAL Lkhagva）

1 ．課題設定

　本研究の目的は、現代モンゴルにおける公立学校予算
について、事例校における自助努力収入の現状と取り組
みに関する分析を行うものである。
　モンゴル国憲法では「国家は公教育を無償で提供する」
と規定されており、公教育の保障は国の役割であるとと
もに義務とされている。同規定を踏まえ、モンゴルの国
家予算のうち約 2割が公教育費として公立学校へ支出さ
れており、現在に至るまで維持されている 1。
　モンゴルの公立学校予算は、中央から支出される公教
育費に加えて、学校ごとの自助努力で獲得することがで
きる自助努力収入を財源としている。しかしながら、中
央から支出される公教育費は毎年度の生徒数に依拠した
パーヘッド配分であるため、年度ごとの変動が大きいこ
とが特徴でもあり、課題となっている。近年の公教育費
支出傾向をみると、学校を運営していく上で必須となる
経常経費として公教育費のほとんどが支出される現状と
なっている 2。そのため、平素の教育活動にかかわる経
費は各学校が負担せざるを得ない状況となっており、自
助努力収入の獲得は学校経営において重要な要素となっ
ているといえる。
　モンゴルでは、首都ウランバートル市に代表される都
市部と都市部以外の地方が存在しており、広大な土地に
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3 ．学校自助努力収入の分析

（ 1 ）調査概要
　今回の調査では、モンゴル国内における 8校の公立学
校を事例校として抽出した。各事例校の基本情報につい
ては、表 1の通りである。

　事例校として挙げた公立学校は、首都ウランバートル
市に所在する 4校と首都以外の地方に所在する 4校であ
り、都市部と地方に位置する学校との比較を行うことを
目的としている。モンゴルでは都市部と地方の教育格差
が進行しており、且つ、都市部・地方の学校が抱える地
域事情が大きく異なっている。そのため、都市部・地方
の学校運営にかかわる財政的な課題に接近するため、本
稿では 8校の事例校を抽出した。
　事例校 8校の分析素材としては、2017年度の各学校の
会計資料を主要資料として用いた。本資料は 8校から提
供を受けたものであり、同資料をもとに自助努力収入に
かかわる項目を抽出し、費目ごとに分類した上で分析を
行った。
　事例校の会計資料を主に使用したが、必要に応じて補
足調査を実施した。なお、本調査では学校名を公表しな
いことを条件として会計資料の提供を受け、データ公表
の許諾を得たものである。補足調査については、事例校
8校の校長に電話調査の依頼をしたが、内部事情にかか
わる情報のため、回答を得ることができたのはH校校長
のみであった。
　また、本調査期間中には、2015年度から2017年に
かけて、モンゴル教育文化科学スポーツ省が世界銀
行国際開発協会からの3000万ドルの貸付金を受けた
「“БОЛОВСРОЛЫН ЧАНАРЫН ШИНЭЧЛЭЛ” ТӨСӨЛ【教育の
質向上改革プロジェクト】」が実施された。同プロジェ
ックトは、各学校の実情に合わせて質的な向上を目指す
教育活動や取り組みを年度ごとに申請し、予算獲得をす
るものである。申請した後、県・区の教育所を通して各
学校に配分され、年度ごとに監査を受けることとなって
いる。
　同プロジェクトの実施を受けて、本調査において事例
校とした 8校も交付を受けていることがわかった。次項
において、「教育の質向上改革プロジェクト費」は、同
プロジェクトにかかわる費目である。

2 ．公立学校予算に関する法規

　本節では、モンゴルにおける公立学校予算にかかわる
法規定について、特に自助努力収入に着目しながら確認
する。
　「教育法」39． 2条において、教育機関の予算は以下
のような費用から構成されていることがわかる。

教育機関は国家予算、投資、国内外の教育関連機関・
民間機関の学費、国指定の教育事業にかかわる補助
金や有償資金、教育機関による自助活動収入等を財
源とすることができる。

　さらに、「教育法」40. 4 . 2条では公立学校の予算とし
て、次のように示されている。

公立教育機関の予算財源は、国家予算と自助努力収
入から成り立つ。

　モンゴルの公立学校予算は、国から支出される教育予
算と各学校の自助努力による収入の 2項目から構成され
ていることがわかる。
　関連して、「教育法」31条（31. 1 . 7）では、教育予算
にかかわるソム 3・区 4の各知事の役割が示されている。

自助努力収入の獲得を支援しなければならない。

　上記のように、公立学校予算の 1つである自助努力収
入は積極的に獲得していくことが奨励されている。
　公立学校予算の主要項目の 1つである自助努力収入と
は、国から配分される教育予算以外に各学校が自助活動
によって得ることができる収入のことを指している。自
助努力収入の獲得にあたっては、「教育法」39.12条に示
されている。

幼稚園・公立学校が自助努力収入の計画・申請を学
校所在地の教育担当者と予算管理者に提出後、認可
を受ける。

　各学校長がそれぞれの学校の事情に合わせて、自助努
力収入にかかわる次年度計画の立案・申請を行い、ソム
知事や区知事による認可を受けた後、当該年度の自助努
力収入の活動を実施することができる。認可に際して、
計上することが可能な費目は地方ごとに異なっており、
地方の実情に応じて許可の有無が決定される仕組みであ
る。認可を受けた後は、計画した費目以外は収入とする
ことができない。
　つまり、自助努力収入は獲得が奨励されているもので
はあるが、収入獲得にあたっては事前の審査を経ること
が必須となっており、完全に各学校の自由裁量で実施で
きるものではないことがわかる。

（BAYARMAA Gombo）

表 1　事例校の基本情報

事例校 所在地 生徒数 教職員数

A校 ウランバートル市スフバートル区

B校 ウランバートル市スフバートル区

C校 ウランバートル市スフバートル区

D校 ウランバートル市ハンウール区

E校 トゥブ県北東部

F校 トゥブ県北西部

G校 トゥブ県中央部

H校 セレンゲ県南西部

表1　事例校の基本情報

※2018年9月現在
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革プロジェクト費49％、燃料費31％、首都教育委員会特
別補助金11％、学校施設提供費 6％、学校施設貸出費 3

％となっている。プロジェクト費が自助努力収入の半分
近くを占めている他、首都教育委員会からの補助や燃料
費補助等、多くが公的な補助となっている。施設提供は、
全国的な統一試験のための会場使用で得た収入である。

　B校の支出としては、学用品費61％、設備費39％の 2

項目のみであり、約 6割を日常的な教育活動に必要な学
用品費に充てていることがわかる。

（ 2 ）−3：C校
　C校は、ウランバートル市スフバートル区に所在する
大規模校である。

　次項では、各事例校の収入・支出の内訳について、費
目ごとに金額（トグリク）と割合を示している。

（BAYARMAA Gombo，小早川 倫美）

（ 2 ）事例校における分析
（ 2 ）−１：A校
　 1例目のA校は、ウランバートル市スフバートル区に
所在する大規模学校である。

　A校の自助努力収入の内訳としては、教育の質向上改
革プロジェクト費86％、学校施設貸出費 9％、A学校が
所在するウランバートル市スフバートル区からの学校支
援費 5％の 3項目から成る。
　A学校では、学校施設貸出費のように、同校の施設を
活用した収入が僅かながらあるものの、収入の多くを公
的補助が占めていることがわかる。

　A校の支出としては、税金44％、学用品費29％、設備
費23％、校内試合備品費 4％である。支出の多くを占め
ている税金は、学用品費等を購入する際にかかる税であ
り、A校の会計資料では単価と税を分けて計上している
ため、項目として挙がっている。

（ 2 ）−2：B校
　B校は、ウランバートル市スフバートル区に所在する
中規模学校である。
　B校の自助努力収入の内訳としては、教育の質向上改

図 1　A校　自助努力収入
【出典】A校会計資料をもとに筆者作成

図 3　B校　自助努力収入
【出典】B校会計資料をもとに筆者作成

図 2　A校　自助努力収入　使途内訳
【出典】A校会計資料をもとに筆者作成

図 4　B校　自助努力収入　使途内訳
【出典】B校会計資料をもとに筆者作成

図 5　C校　自助努力収入
【出典】C校会計資料をもとに筆者作成
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　D校の自助努力収入は、教育の質向上改革プロジェク
ト費のみである。
　使途については学用品費89％、設備費11％であり、収
入の大半を学用品費に支出している。大規模校ではある
が、設備費等の経常経費に比べて平素の教育活動に要す
る経費に多くを支出していることがわかる。

（ 2 ）−5：E校
　モンゴル中央部・トゥブ県にあるE校は、地方に所在
する学校ではあるが、学校規模は非常に大きい。

　E校は、教育の質向上改革プロジェクト費47％、トゥ
ブ県による学校支援のための補助金である学校支援補助
金53％が収入となっている。教育の質向上改革プロジェ
クト費よりもトゥブ県による補助金の割合が大きく、ト
ゥブ県による手厚い学校支援がなされているといえよう。
　

　E校の支出としては、学用品費44％、設備費41％、燃
料費 6％、税金 9％となっている。税金については、先
に示したA校同様、E校の会計資料では単価と税金を分け
て計上しているためである。
　学用品と設備に多くの支出を割いている一方、地方に
所在するE校では、学校所有車の維持・移動にかかるガ
ソリン等の燃料費が支出されていることも特徴である。

　Ｃ校の自助努力収入としては、教育の質向上改革プロ
ジェクト費58％、Ｃ校が所在するスフバートル区からの
学校支援のための補助金であるスフバートル区プロジェ
クト費39％、学校施設貸出費 3％となっている。

　C校の支出内訳としては、学用品費50％、設備費49％、
備品費 1％となっている。Ｂ校同様に、自助努力収入の大
半が学用品と設備費に支出されており、大規模校であるた
めに経常的な費用に多くの支出をしていることがわかる。

（ 2 ）−4：D校
　D校は、ウランバートル市ハンウール区に所在してお
り、本調査の事例校では最も規模が大きい学校である。

図 6　C校　自助努力収入　使途内訳
【出典】Ｃ学校会計資料をもとに筆者作成

図 7　D校　自助努力収入
【出典】D校会計資料をもとに筆者作成

図 9　E校　自助努力収入
【出典】E校会計資料をもとに筆者作成

図 8　D校　自助努力収入　使途内訳
【出典】D校会計資料をもとに筆者作成

図10　E校　自助努力収入　使途内訳
【出典】E校会計資料をもとに筆者作成
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員福利厚生支援費19％、燃料費 9％となっている。学用
品費が大きな割合を占めてはいるが、F校同様に学校寮
の設備費がその他の費用の中でも重要となっていること
がわかる。

（ 2 ）−8：H校
　モンゴル北部に位置するセレンゲ県に所在するH校
は、G校同様に規模は非常に小さい学校である。

　H校の収入は、教育の質向上改革プロジェクト費のみ
である。H校では、2017年度の自助努力収入計画の段階
において、体育館貸出による学校施設貸出費を費目計上
していたが、認められなかったという背景があった 5。
H校が所在するセレンゲ県では、公共施設の数が非常に
少なく、学校施設は当該県の市民が自由に使用すること

（ 2 ）−6：F校
　F校はモンゴル中央部・トゥブ県位置しており、学校
規模としては大きいとはいえない学校である。

　F校の収入としては寄付金のみであり、同校の卒業生
からの寄付である。

　F校の支出については、学校寮設備費57％、学用品費
41％、校内研修費 1％、出張旅費 1％となっている。学
用品費に比べて、学校寮設備費が多く、支出の約半数を
超えている。また、校内研修や教員の出張旅費について
も僅かながら支出されている。先述した学校と異なって
いる点は、学校のさまざまな経常経費だけではなく、教
育の質的向上に向けた学校としての取り組みにかかわる
費用支出がなされている点は特筆すべきといえよう。
　加えて、地方に所在する学校の特質として、遊牧民家
庭の子どもを受け入れるための学校寮の設備費も大きな
費目となっている。

（ 2 ）−7：G校
　G校はモンゴル中央部・トゥブ県に位置しており、学
校規模としては非常に小さい。
　G校の収入は、教育の質向上改革プロジェクト費82％、
学校施設貸出費18％のみである。学校施設貸出費の多く
は同校の体育館貸出による収入であり、地方の学校にお
ける収入の割合は比較的大きいといえる。
　G校の支出は、学用品費49％、学校寮設備費23％、教

図11　F校　自助努力収入
【出典】F校会計資料をもとに筆者作成

図12　F校　自助努力収入　使途内訳
【出典】F校会計資料をもとに筆者作成

図13　G校　自助努力収入
【出典】G校会計資料をもとに筆者作成

図14　G校　自助努力収入　使途内訳
【出典】G校会計資料をもとに筆者作成

図15　H校　自助努力収入
【出典】H校会計資料をもとに筆者作成
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ができる公共施設の役割も果たしている。そのため、学
校施設の貸出を有償とすることは、当該県の学校施設の
役割としても認められないということであった。以上の
理由から、H校では2017年度の自助努力収入をプロジェ
クト費のみとしている。

　H校では、学用品費43％、学校設備費57％が支出とな
っており、設備費が学用品費を上回っている。H校では、
教育活動にかかわる学校設備の充実に加えて、学校自体
の修繕に多くの費用を要している。

（A・B・C・D校：ARIUNJARGAL Lkhagva）
（E・F・G・H校：小早川　倫美）

4 ．結語

　以上、本論文では公立学校予算の法規や事例校の分析
を行ってきた結果、以下のことを指摘できよう。
　第一に、「教育法」において自助努力収入が公立学校
予算の一部と示されているが、自助努力収入を獲得・執
行するには審査・認可・報告といった諸手続きがあり、
学校の裁量が活かされにくい煩雑な仕組みとなってい
る。実際、自助努力収入の仕組みが煩雑であるため、積
極的に運用する学校が多くはない 6。また、本調査の事
例校においても教育の質向上改革プロジェクト費等が目
立って多く、他の自助努力収入が見られないことも同仕
組みの課題の一端を反映しているといえよう。ただし、
収入獲得後の使途に制限はないため、学校裁量で使途を
決定できる自由度は残っている。
　第二に、首都ウランバートル市と地方では自助努力収
入で得られる収入・費目が大きく異なっており、支出に
際しても同様である。本調査で事例校としたウランバー
トル市の学校では、教育の質的向上改革プロジェクト費
以外に学校所在地の行政区からの補助金や施設貸出・提
供により、多くの収入を得ている。一方、地方の学校では、
学校施設を有償とすることが難しい等、都市部の学校と
比べ、獲得できる収入が限られている。加えて地方では、
学校寮や学校設備の維持に多くの支出を要しており、収
入・支出の両面においても厳しい状況にあるといえよう。

　第三に、第二に関連して、都市部・地方を問わず、自
助努力収入の多くが学用品、学校設備に対して支出がな
されている点である。学校自助努力収入を活かしている
とみることもできるが、中央から支出される公教育費で
は十分に賄うことができず、自助努力収入に依存せざる
を得ない状況であると推察することができる。
　第四に、公立学校予算の財源として国家予算から支出
される公教育費があるが、公教育費は学校運営にかかる
基本的な支出に限定されるため、各学校の諸状況に対応
するためには自助努力収入は必須であるといえる。先行
研究においても、近年の公教育費の使途は人件費・給食
費・寮食費が大半を占めており、教育活動にかかわる支
出はほとんど見られないことが指摘されている 7。
　モンゴルでは、広く公教育の提供を目指す取り組みを
進めているが、具体的な取り組みを支える学校単位を軸
とした制度的・財政的保障のあり方については今後も検
討の余地があろう。本論文では、公立学校予算について
自助努力収入に着目して分析を行ったが、モンゴルにお
ける教育財政制度の特質の解明に向けて今後も引き続き
検討を行いたい。

（小早川　倫美）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【註】
1  モンゴルにおける近年の公教育費支出の動向について
は、Lkhagva・小早川（2017）を参照されたい。

2   Lkhagva・小早川（2017）。
3  ソムはモンゴルの地方行政区分の一つであり、県の中
では最上位に位置する。

4  首都ウランバートル市では、市の下の行政区分に区が
位置している。

5   H校校長への電話調査の結果をもとに作成。
6   H校校長への電話調査の結果をもとに作成。
7   Lkhagva・小早川（2017）。

図16　H校　自助努力収入　使途内訳
【出典】H校会計資料をもとに筆者作成

6 現代モンゴルにおける公立学校予算に関する研究
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